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議案第 １１８ 号  

 

周南市企業立地促進条例の一部を改正する条例制定について 

 

周南市企業立地促進条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

   令和５年１２月５日 提出 

 

周南市長  藤  井  律  子        

 

周南市企業立地促進条例の一部を改正する条例 

周南市企業立地促進条例（平成16年周南市条例第28号）の一部を次のように改正す

る。 

第２条第１号に次のように加える。 

エ 製造業における温室効果ガスの排出量を削減することを目的とする事業とし

て規則で定める事業（以下「カーボンニュートラル推進事業」という。）を行

う者 

第２条第２号中「ウ」を「エ」に改め、同条第６号ア中「重点立地促進事業」の次

に「又はカーボンニュートラル推進事業」を加え、同条第７号中「又は生産製品」を

「、生産製品」に、「場合で、かつ、」を「場合又は温室効果ガスの排出量の削減そ

の他」に改め、同条第12号中「営業開始日前」を「事業所等の設置に係る工事の着工

日前」に改める。 

第７条第１項第３号に次のただし書を加える。 

ただし、カーボンニュートラル推進事業は除く。 

附則第２項中「令和６年３月31日」を「令和11年３月31日」に改める。 

別表第１中「重点立地促進事業」の次に「又はカーボンニュートラル推進事業」を

加える。 

別表第２中「３億円」を「10億円」に改める。 

附 則 

（施行期日） 
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１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日前に、この条例による改正前の周南市企業立地促進条例第３

条第１項の規定により指定を受けている事業者の当該指定に係る奨励措置につい

ては、なお従前の例による。 
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（参  考）  

周南市企業立地促進条例新旧対照表  

現行  改正案  

（定義）  （定義）  

第２条  この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、

それぞれ当該各号に定めるところによる。  

第２条  この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、

それぞれ当該各号に定めるところによる。  

(１ )  事 業 者  営 利 を 目 的 と し て 事 業 を 行 う 法 人 又 は 個 人

で、次のいずれかに該当するものをいう。  

(１ )  事 業 者  営 利 を 目 的 と し て 事 業 を 行 う 法 人 又 は 個 人

で、次のいずれかに該当するものをいう。  

ア～ウ  （略）  ア～ウ  （略）  

＿  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿  

エ  製造業における温室効果ガスの排出量を削減すること

を目的とする事業として規則で定める事業（以下「カー

ボンニュートラル推進事業」という。）を行う者  

(２ ) 事業所等  事業者が前号アからウまでのいずれかの事

業の用に直接供する施設をいう。  

(２ ) 事業所等  事業者が前号アからエまでのいずれかの事

業の用に直接供する施設をいう。  

(３ )～ (５ ) （略）  (３ )～ (５ ) （略）  

(６ ) 増設  次のいずれかに該当することをいう。  (６ ) 増設  次のいずれかに該当することをいう。  

ア  市内に事業所等を有する事業者が、新たに重点立地促

進事業に係る事業所等を市内に設置すること。  

ア  市内に事業所等を有する事業者が、新たに重点立地促

進事業又はカーボンニュートラル推進事業に係る事業所

等を市内に設置すること。  

イ・ウ  （略）  イ・ウ  （略）  

(７ ) 更新  市内に事業所等を有する事業者が、現に行って

いる事業と同一の事業の設備又は装置を更新すること。 た

だし、既存設備より生産量若しくは取扱量が増強される場

合又は生産製品若しくは取扱製品の高付加価値化が推進さ

れ る 場 合 で 、 か つ 、 環 境 へ の 負 荷 が 軽 減 さ れ る 場 合 に 限

る。  

(７ ) 更新  市内に事業所等を有する事業者が、現に行って

いる事業と同一の事業の設備又は装置を更新すること 。た

だし、既存設備より生産量若しくは取扱量が増強される場

合、生産製品若しくは取扱製品の高付加価値化が推進され

る場合又は温室効果ガスの排出量の削減その他環境への負

荷が軽減される場合に限る。  
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現行  改正案  

(８ )～ (11) （略）  (８ )～ (11) （略）  

(12) 投下固定資産総額  事業所等の設置のため、営業開始

日までに取得した事業用資産のうち、土地（ 営業開始日前

３ 年 以 内 に 取 得 し た も の に 限 る 。 ） 、 建 物 及 び 償 却 資 産

（以下「投下固定資産」という。）の取得額の合計額をい

う。  

(12) 投下固定資産総額  事業所等の設置のため、営業開始

日までに取得した事業用資産のうち、土地（ 事業所等の設

置 に 係 る 工 事 の 着 工 日 前 ３ 年 以 内 に 取 得 し た も の に 限

る 。 ） 、 建 物 及 び 償 却 資 産 （ 以 下 「 投 下 固 定 資 産 」 と い

う。）の取得額の合計額をいう。  

(13)～ (15) （略）  (13)～ (15) （略）  

  

（指定の取消し等）  （指定の取消し等）  

第７条  市長は、指定事業者が次の各号のいずれかに該当する

ときは、指定を取り消すものとする。  

第７条  市長は、指定事業者が次の各号のいずれかに該当する

ときは、指定を取り消すものとする。  

(１ )・ (２ ) （略）  (１ )・ (２ ) （略）  

(３ ) 正当な理由によることなく当該事業所等の設置を行っ

た後 10年以内に事業を休止し、又は廃止し、若しくはこれ

と同様の状態に至ったとき。  

(３ ) 正当な理由によることなく当該事業所等の設置を行っ

た後 10年以内に事業を休止し、又は廃止し、若しくはこれ

と同様の状態に至ったとき。ただし、カーボンニュートラ

ル推進事業は除く。  

(４ )・ (５ ) （略）  (４ )・ (５ ) （略）  

２  （略）  

 

２  （略）  

 

附  則  附  則  

１  （略）  １  （略）  

（有効期間）  （有効期間）  

２  この条例は、令和６年３月 31日限り、その効力を失う。た

だし、同日までに指定を受けている事業者に対しては、同条

例は、同日後も、なおその効力を有する。  

２  この条例は、令和 11年３月 31日限り、その効力を失う。た

だし、同日までに指定を受けている事業者に対しては、同条

例は、同日後も、なおその効力を有する。  
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現行  改正案  

３・４  （略）  ３・４  （略）  

  

別表第１（第３条関係）  別表第１（第３条関係）  

施設の類

型  
投下固定資産総額  

（略）  

重 点 立 地

促 進 事 業

に 係 る 施

設  

１ 億 円 （ 中 小 企 業 者 に あ っ て は 2,000万 円 ） 以 上

で、投下固定資産総 額のうち、建物と償 却資産の

取得額の合計額が 5,000万円（中小企業者にあって

は 1,000万円）以上であること。  
 

施設の類

型  
投下固定資産総額  

（略）  

重 点 立 地

促 進 事 業

又 は カ ー

ボ ン ニ ュ

ー ト ラ ル

推 進 事 業

に 係 る 施

設  

１ 億 円 （ 中 小 企 業 者 に あ っ て は 2,000万 円 ） 以 上

で、投下固定資産総 額のうち、建物と償 却資産の

取得額の合計額が 5,000万円（中小企業者にあって

は 1,000万円）以上であること。  

 

別表第２（第４条関係）  別表第２（第４条関係）  

奨 励 金

の類型  
奨励金の額  

１ 指 定 当

た り の 限

度額  

交付の時期  

１  事

業 所

等 設

(１ ) 大企業者  

ア  基準年度か ら起

算 し て２ 年 度 間 に

３億円  基準年度から起

算して２年度間

における各年度

奨 励 金

の類型  
奨励金の額  

１ 指 定 当

た り の 限

度額  

交付の時期  

１  事

業 所

等 設

(１ ) 大企業者  

ア  基準年度か ら起

算 し て２ 年 度 間 に

10億円  基準年度から起

算して２年度間

における各年度
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現行  改正案  

置 奨

励金  

お け る各 年 度 の 指

定 事 業者 の 投 下 固

定 資 産に 係 る 固 定

資 産 税の ２ 分 の １

に相当する額  

イ  5,000 平 方 メ ー

ト ル 以上 の 土 地 取

得 を 伴う 事 業 所 等

に つ いて は 、 基 準

年 度 から 起 算 し て

２ 年 度間 に お け る

各 年 度の 指 定 事 業

者 の 投下 固 定 資 産

に 係 る固 定 資 産 税

の 10分の ６ に 相 当

する額  

の翌年度以降  

（略）  

（略）  
 

置 奨

励金  

お け る各 年 度 の 指

定 事 業者 の 投 下 固

定 資 産に 係 る 固 定

資 産 税の ２ 分 の １

に相当する額  

イ  5,000 平 方 メ ー

ト ル 以上 の 土 地 取

得 を 伴う 事 業 所 等

に つ いて は 、 基 準

年 度 から 起 算 し て

２ 年 度間 に お け る

各 年 度の 指 定 事 業

者 の 投下 固 定 資 産

に 係 る固 定 資 産 税

の 10分の ６ に 相 当

する額  

の翌年度以降  

（略）  

（略）  
 

 


